











































































 オーストラリア  








作成（‘cloning for reproductive cloning’、いわゆる「人クローン」「クローン人間」）も、研究や治療
















最近でもオーストラリアの基礎医学者の 2 氏に対して 2005 年のノーベル医学生理学賞が
授与されたことは記憶に新しい。 
一方でこれら先端的な医学生物学が惹起する倫理問題への制度的対応についても 1970

































1. 州法体制とNHMRC による限定管理 
オーストラリアでの医学研究の倫理に関する基準の整備は、各州の州法のほか、連邦政
府の医学研究管理組織内に設置された法定組織である国家保健医療倫理委員会









































たが、結果は NBCC（National Bioethics Consultant Committee）6 という権限の弱い組
織が保健相のもとに設置されただけであった（1990 年に活動休止、先述の国家保健医療倫
理委員会（AHEC）構想に吸収された）。 









7 と揶揄される体系が存在していた。日本に輸出されていた ES 細胞は、こうして作成さ
れたものの一部である。 
連邦保健相は、1998 年に国家保健医療倫理委員会（AHEC）に対して、胚を利用したク
ローニングに関する調査研究を依頼し、翌年の 1999 年、M. Wooldridge 連邦保健相は
AHEC より提出された報告書『クローン人間（Cloning of Human Beings）に関する社会
的、倫理的および規則面での検討』（1998）に提示された州間での規制格差の問題につい
て、立法による対応について更なる調査を下院の法規･憲法問題委員会に依頼した。 






















この 2001 年の COAG で、人クローニングに関する全国で一貫した立法規定を達成する
ことが、その後の目標として掲げられた。また、生殖補助技術および関連する人を対象と
する先端技術についても協調して作業していくことでも一致した。 

































3. 2002 年 4 月の COAG 合意 
















することは、胚研究法での過渡的条項における「当面の余剰胚の利用は 2002 年 4 月 5 日
以前の胚に限定する」とする要件のもとになっている。ただ、生殖補助医療で余剰とされ
たとはいえ、胚を利用することについては与党のみならず、閣内でも意見が分かれた。 
記者会見の翌日の 4 月 5 日、COAG が開催され、前回の 11 月での会議にもとづく保健
相報告書で提示された「従来のガイドラインによる管理を維持」「特定行為について禁止す












4 月の COAG に続き、連邦政府は法案作成に当たって、生殖補助技術（ART）に携わる
人々や医学研究者、消費者問題に関係する人々、倫理や法学の専門家を対象に関するコン
サルテーションを実施した。また、国および各州の代表から編成されたチームが組織され、























胚であるほか、COAG での合意の期日である 2002 年の 4 月 5 日より前の胚のみを利用す
ることとする条件がついた。しかし、この制限はサンセット条項となっており、2005 年の
4 月 5 日、あるいは事前の COAG で決定した期日に自然消滅する。 
この法案が議会にはかられる一方で、2002 年 5 月には Howard 首相が、政府が重点的
に投資するバイオテクノロジー研究の COE（Center Of Excellence）としてヴィクトリア
州の幹細胞･組織研究センター（Centre for Stem Cells and Tissue Research）の設置を決





2002 年  
6 月  
「胚研究および人クローニングの禁止に関する法案」（2002）  
・・・一読、二読（同日）。  
















9 月  
一読、二読（同日）。  - 
10 月  - 一読、二読（同日）。  
11 月  三読を経て通過（同日）。  （二読）議論開始（4 日間）。  
12 月   
















一方の胚研究法案は、下院を 99 対 33 で通過した後、上院の法規委員会での検討に付さ
れ、その後の長い議論を経る。議員から指摘された修正点は 60 箇所近くに及んだが、そ
れらはいずれも胚の利用について「厳格な規制体制」を求めるものであった。しかし、上
院の大多数と首相の明確な指示のもとで K. Patterson 保健相らは、本質的な改正を拒否し、





・ 対象となる胚の要件（上述の2002 年 4 月 5 日の期限）の撤回に関する、議会によらな
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連邦法  （存在せず）  
州法  不 妊 治 療 法
（1995） 









生 殖 技 術 法
（1988） 
―  
NHMRC Ethical Guidelines on Assisted Reproductive Technology （1996）   
The National Statement on Ethical Conduct in Research Involving Humans （1999）   
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法案策定中  法案策定中  胚研究および
人クローニン
グ 禁 止 法 案
（2003）  
人クローニン
グ 禁 止 法 案
（2003）  
胚 研 究 法 案
（2003）  
法案策定中  
NHMRC Ethical Guidelines on Assisted Reproductive Technology （2004 改訂）   
































































胚の研究利用に関して、現在まで 5 施設 9 件のライセンスが交付されている。  

































応じて匿名の、各種意見を公開している。2005 年 11 月末現在で、公開コンサルテーション（市
民）への反応は千余件、組織（政府系、学術系、宗教や患者組織）による反応は 80 数件、そ













































































































































ったりする場合、2002 年の 4月 5日以前に作成された胚の利用のみ認められること。 
・事前に「National Statement on Ethical Conduct in Research Involving Humans」










・NHMRC 法にもとづいて NHMRC によって策定された関連ガイドラインや、この条
項の目的にそった規則によるガイドラインの記述。 




トの審査と承認に当たった HREC、その余剰 ART 胚の利用が実施される州における州関
連部局に対して書面で結果を通知する（図中の「①ライセンス容認に関する決定」）と同時
に、それがライセンスの交付を決定するものであれば、申請者へライセンスを交付するこ










たその他の制約について、書式で NHMRC ライセンス委員会に報告すること。 
（c）ライセンスによって余剰 ART 胚に損傷を加えたり、破壊させたりすることが許可
















































































NHMRC ライセンス委員会は、他の NHMRC の主要委員会と同様、議会に提出するた
めの保健相の年次活動報告書の内容に関連して、担当大臣に対して年次報告書を提出する









































あたり 300 万（～600 万）ドルと見積もられていた。これにはライセンス委員会の設置に
要する経費、データベースの設置やモニタリングの費用などが含まれている。これらの費
用はライセンスの申請者数によって変動し得るが、上記のコストは一年あたり 120 件の申
請を見込んで算出されているとする説明が為されていた。最終的には、2003 年 5 月のラ
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